EUの行政機関に適用される個人データ保護規則における基本概念 -個人データ保護条約及びEU一般個人データ保護規則との関係を含めて- by 夏井,高人





























































び理事会の 1995年 10月 24日の指令 95/46/EC」(2)（以下「個人データ保護指令
95/46/EC」という。）が適用される。
(1) Regulation (EU) 2016/679 of the European Parliament and of the Council of 27
April 2016 on the protection of natural persons with regard to the processing of
personal data and on the free movement of such data, and repealing Directive
95/46/EC (General Data Protection Regulation)
　 http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:32016R0679
&from=EN [2016年 9月 24日確認]
(2) Directive 95/46/EC of the European Parliament and of the Council of 24 October
1995 on the protection of individuals with regard to the processing of personal
data and on the free movement of such data (OJ L 281 p.31, 1995)
　 http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=OJ:L:1995:281:FULL
&from=FI [2016年 9月 23日確認]
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(3) Regulation (EC) No 45/2001 of the European Parliament and of the Council of 18
December 2000 on the protection of individuals with regard to the processing of
personal data by the institutions and bodies of the Community and on the free
movement of such data
　 http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2001:008:0001:0022:


































(5)一般個人データ保護規則GDPRの全訳は、法と情報雑誌 1巻 3号 1～186頁にある。以
下「一般個人データ保護規則参考訳」という。
(6)行政機関個人データ保護規則No 45/2001の全訳は、法と情報雑誌 1巻 2号 74～116頁
にある。以下「行政機関個人データ保護規則参考訳」という。
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(8)欧州連合における人権条項の実装と解釈に関しては、Bjarte Thorson, Individual Rights
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個人データの法的保護に関して、欧州で最初に制定された法規範は、1981年 1月 28
日の欧州評議会の個人データ保護条約ETS No.108（Convention for the Protection
of Individuals with regard to Automatic Processing of Personal Data）であ
る。個人データ保護条約ETS No.108の説明書（Explanatory Report）(10)によ
れば(11)、個人のプライバシーの権利（the right of personal privacy）及び欧州
人権条約第 10条第 1項に規定する情報の自由（freedom to hold opinions and to









Toffler, The Third Wave, Bantam Books (1980)に示されている世界観をベースとして
いる。最近の書籍の中では、Luciano Floridi, The 4th Revolution, Oxford University
Press (2014)が参考になる。
(10) Explanatory Report to the Convention for the Protection of Individuals with
regard to Automatic Processing of Personal Data
　 https://rm.coe.int/CoERMPublicCommonSearchServices/DisplayDCTMContent
?documentId=09000016800ca434 [2016年 9月 23日確認]
(11)個人データ保護条約ETS No.108及び追加議定書ETS No.181並びにその説明書の全訳
は、法と情報雑誌 1巻 4号 1～20頁及び同誌 26頁～58頁にある。
(12)堀部政男『プライバシーと高度情報化社会』（岩波新書、1988）、新保史生『プライバシーの権
利の生成と展開』（成文堂、2001）、石井夏生利『個人情報保護法の理念と現代的課題―プライ
バシー権の歴史と国際的視点』（勁草書房、2008）、Ronald J. Krotoszynski, Jr., Privacy
Revised: A Global Perspective on the Right to Be Left Alone, Oxford University
Press (2016)、Serge Gutwirth, Yves Poullet, Paul de Hert & Ronald Leenes (Eds.),
Computers, Privacy and Data Protection: an Element of Choice, Springer (2011)
及び Serge Gutwirth, Ronald Leenes & Paul De Hert (Eds.), Data Protection on
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上では、プロッサーの類型論とりわけその第 3類型（Publicity which places the
plaintiff in a false light in the public eye）(16)及び第 4類型（Appropriation,
















的な法的効力）が注目されるようになっていた。例えば、Arthur R. Miller, Assault on
Privacy: Computers, Data Banks, & Dossiers, University of Michigan Press, 1971
がその例である。ただし、同書は、ドイツ民法学流の物権的請求権及びそれに類する権
利のことを述べているわけではない。
(18) Parliamentary Assembly Recommendation 509 (1968): Human rights and modern
scientific and technological developments
187
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欧州評議会・議員会議の勧告第 509号の第 3項には、「欧州人権条約の第 8条に
よって保護されるプライバシーの権利に対する脅威」との文言があり、同勧告の第
4項、第 6項及び第 8項にも同様の文言がある。






the plaintiff ’s seclusion or solitude, or into his private affairs）及び第 2類型














=en [2016年 9月 25日確認]
(19)薬師寺公夫・坂元茂樹・浅田正彦編『ベーシック条約集 2106』（東信堂、2016）の訳に
よる。
(20) The Charter of Fundamental Rights of the European Union
　 http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:12012P/TXT&
from=en [2016年 9月 25日確認]
(21)欧州連合基本権憲章は、2000年に制定されたが、リスボン条約締結に伴い、2012年に
一部改正がなされている。その全訳は、法と情報雑誌 1巻 2号 1～33頁にある。
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(22) Dirk Ehlers (Ed.), European Fundamental Rights and Freedom, De Gruyter Recht
(2007) pp.411–417
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における最近の動向から―」情報管理 34巻 9号 801～818頁、金子敏哉「出版権のこれ
までとこれから―研究者の立場から」ジュリスト 1463号 49～54頁がある。
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(26) William A. Schabas, The European Convention on Human Rights: A Commentary,






究所紀要 52巻 2号 213～241頁で述べた。
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Lane, Victoria Stodden, Stefan Bender & Helen Nissenbaum (Eds.), Privacy, Big
Data, and the Public Good: Frameworks for Engagement, Cambridge University
Press (2014) pp.276–295が参考になる。
(33)一般個人データ保護規則参考訳の前文 (40)の訳注、第 6条第 1項 (b)、第 7条第 4項及び
その訳注、第 13条第 2項 (e)、第 20条第 1項 (a)、第 22条第 2項 (a)、第 28条第 3項、
第 4項、第 6項、第 9項及びそれらの訳注並びに第 49条第 1項参照
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(34)一般個人データ保護規則参考訳の前文 (6)の訳注、前文 (13)の訳注及び前文 (39)の訳注
参照






























































































るため、1999年 6月 15日に改正された。その後、個人データ保護条約ETS No.108
は、2001年 11月 8日に署名のために開放された追加議定書 ETS No.181(39)に
よって改正された。この追加議定書は、所定の要件を満たした 2004年 7月 1日に
(37)この点については、夏井高人「手続的正義―情報社会における社会構造の変化と正義の
維持」法とコンピュータ 23号 49～51頁で論じた。




(39) Additional Protocol to the Convention for the Protection of Individuals with regard
to Automatic Processing of Personal Data, regarding supervisory authorities and
transborder data flows
　 https://www.coe.int/web/conventions/full-list/-/conventions/treaty/181 [2016年 9
月 23日確認]
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個人データ保護指令 95/46/ECは、1995年 10月 24日に欧州議会において議決され、











(42) OECD Guidelines on the Protection of Privacy and Transborder Flows of Personal
Data
　 http://www.oecd.org/sti/ieconomy/oecdguidelinesontheprotectionofprivacyandtrans
borderflowsofpersonaldata.htm [2016年 9月 23日確認]
(43) The OECD Privacy Framework






















































2．2．3　行政機関個人データ保護規則 (EC) No 45/2001
行政機関個人データ保護規則No 45/2001は、欧州共同体設立条約（The Treaty
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on the establishing the European Community）(49)の第 286条第 1項を実装す
るために制定された。行政機関個人データ保護規則No 45/2001は、2000年 12月
18日に欧州議会で議決され、2001年 1月 12日にEC官報で公示され、2001年 2
月 1日に発効（施行）となった。
行政機関個人データ保護規則No 45/2001の適用対象は、主として、欧州共同体
（欧州連合）の行政機関（the institutions and bodies set up by, or on the basis















（The Treaty of Lisbon amending the Treaty on European Union and the Treaty







































2016年 5月 4日にEU官報（Official Journal of the European Union）で公示
された。発効（施行）の日は、2018年 5月 25日である。
一般個人データ保護規則GDPRは、主として、民間部門における自然人の個人
(52)この欧州共同体設立条約第 286条第 1項の条文と行政機関個人データ保護規則No 45/2001
の前文 (1)の文言を比較してみると、前文 (1)は条約第 286条第 1項をそのまま引用して
いるのと同じであることを理解することができる。
203






る（同規則第 2条第 4項）。同様に、プライバシー及び電子通信指令 2002/58/ECの
法的効力が維持される（同規則第 95条）。しかし、個人データ保護指令 95/46/EC
















(53) Directive 2000/31/EC of the European Parliament and of the Council of 8
June 2000 on certain legal aspects of information society services, in particular
electronic commerce, in the Internal Market (’Directive on electronic commerce’)
　 http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=CELEX:32000L0031:en:













合個人データ保護委員会（European data protection board）を設置するものと
している（同規則第 68条）。
公的部門における独立の行政機関である監督官の最上位の機関として欧州連合
個人データ保護監督官（European Data Protection Supervisor）が設置されて
いるのと対応して、民間部門における独立の行政機関である監督官の最上位の機関















(56) Directive (EU) 2016/1148 of the European Parliament and of the Council of 6 July
2016 concerning measures for a high common level of security of network and
information systems across the Union
　 http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:32016L1148&



































































































des Communaute´s europe´ennes）及び欧州人権裁判所（Cour europe´enne des
droits de l’homme）の判例法となる裁定や判決では、そのような解釈傾向が顕著
となる可能性が高い。
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ガイドラインでは、個人データ保護条約ETS No.108の第 5条の (e)に相当する文
言を含む案文が最終的には廃棄されてしまったようである。

















(69) Normann Witzleb, David Lindsay, Moira Paterson & Sharon Rodrick (Eds.),
Emerging Challenges in Privacy Law: Comparative Perspectives, Cambridge
University Press (2014) pp.306–307
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ただし、行政機関個人データ保護規則No 45/2001の第 4条第 1項 (e)では、個
人データの匿名化に関する規律が付加されている。一般個人データ保護規則GDPR
216






















行政機関個人データ保護規則No 45/2001の第 2章第 5節（第 13条ないし第 19
条）は、データ主体の権利について規定している。これらの権利は、いずれも手段
(70)データの匿名化（仮名化）に関しては、Khaled El Emam & Luk Arbuckle（木村映善・
魔狸監訳・笹井崇司訳）『データ匿名化手法―ヘルスデータ事例に学ぶ個人情報保護』（オ
ライリー・ジャパン、2015）が参考になる。
(71)これらの点については、一般個人データ保護規則参考訳の第 15条第 1項 (e)の訳注及び
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有しているような法制となっており（行政機関個人情報保護法第 10条第 1項、同条第 3
項、第 47条第 2項、第 49条第 1項、同条第 2項、第 50条、第 51条）、本来は独立した
行政機関として個人データ保護監督官の地位にあるべき個人情報保護委員会（平成 27年











































(89)この関係では、Theo Tryfonas (Ed.), Human Aspects of Information Security,
Privacy, and Trust: 4th International Conference, HAS 2016, Held as Part of HCI
227

















第 20条第 1項 (a)は、個人データ保護条約ETS No.108の第 9条第 2項 aに定
める「犯罪行為の抑止」との条項に由来するもので、個人データ保護指令 95/46/EC
の第 13条 (d)にも同じ規定がある。
第 20条第 1項 (b)は、個人データ保護条約ETS No.108の第 9条第 2項 aに定
める「構成国の財政上の利益の保護」との条項に由来するもので、個人データ保護
指令 95/46/ECの第 13条 (e)にも同じ規定がある。




International 2016, Toronto, ON, Canada, July 17–22, 2016, Proceedings, Springer
(2016)が参考になる。
228




ETS No.108の第 9条第 2項 bに由来するもので、個人データ保護指令 95/46/EC
の第 13条 (g)にも同じ規定がある。
第 20条第 1項 (d)は、個人データ保護条約ETS No.108の第 9条第 2項 aに定
める「構成国の安全保障、公共の安全の保護」との条項に由来するもので、個人
データ保護指令 95/46/ECの第 13条 (a)及び (b)にも同旨の規定がある。



















る。この条項は、個人データ保護条約ETS No.108の第 9条第 3項に由来するも
ので、個人データ保護指令 95/46/ECの第 13条第 2項とほぼ同じものである。
(90) Serge Gutwirth, Ronald Leenes & Paul de Hert (Eds.), Reforming European Data
Protection Law, Springer (2014) pp.3–33
229





























(92)［訳注］行政機関個人データ保護規則No 45/2001の第 20条第 1項 (e)では「task」と
なっているが、一般個人データ保護規則GDPRの第 23条第 1項 (h)では「function」と
なっている。実質的には同じものを意味すると考えられる。
230













なお、一般個人データ保護規則GDPRの第 23条第 1項の (a)ないし (j)の中で、
(f)、(g)及び (j)が行政機関個人データ保護規則No 45/2001の第 20条第 1項に列
挙する事項と異なっている。



















































































































この個人データ保護指令 95/46/ECが採択された後、2001年 11月 8日、個人
データ保護条約ETS No.108の追加議定書ETS No.181が署名のため開放された、
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(a) その処理が第 6項第 1項の (a)もしくは第 9条第 2項による同意を根
















































































(97) Explanation relating to the Charter of Fundamental Rights (2007/C 303/02)
pp.29–30
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どのような政策を採るべきかを決定する権限（主権）を国民が明確に行使すること
が実は最も大事なこととなる。
その大前提として、欧州の個人データ保護法が単に個人データを法的に保護する
ための特殊な特別法の一種というよりもはるかに大きな政治的意味をもつものだ
という認識をもつことが重要である。プライバシーの権利と情報の自由（個人デー
タの自由な移転）との調整原理が合理的に機能するような制度的仕組みが存在して
いるかどうかという問いかけは、より抽象的には、民主主義、基本的な権利及び自
由の尊重並びに法の支配という共通の基本的な価値観を基盤とした上で、人権保障
と経済原理との調和または整合性の確保のための国家的な機能が現実に存在する
のか否かが問われていると言い換えることができる。本稿がそのような理解を得
るための一助となることができれば、望外の喜びである。
以上(98)
（明治大学法学部教授）
(98)本稿は、科学研究費補助金共同研究基盤研究 (A)知的財産権と憲法的価値・科研費研究課
題番号 15H01928の研究成果の一部である。
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